
 

初任給等引上げ応援奨励金支給要綱 
 

（趣旨） 
第１条 県は、県内中小企業の安定的な人材確保・定着を図るため、新たに初任給

や若年層の常時雇用する従業員について賃金引上げを実施した場合に、当該事業
者に対し、予算の範囲内において奨励金を支給することとし、その支給に関して
はこの要綱の定めるところによる。 

（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるとおりとする。 
(1)「初任給」とは、令和７年４月１日から令和８年２月 27 日までの期間内に

おいて、新たに雇用した者に支払う最初の給与のことをいう。 
(2)「若年層」とは、賃上げ実施日において 35 歳に達していない者をいう。 
(3)「賃上げ実施日」とは、令和７年４月１日から令和８年２月 27 日までの期

間内において、常時雇用する従業員について賃金引上げ後の給与を初めて支
給した日をいう。 

(4)「常時雇用する従業員」とは、従業員のうち雇用契約が無期または１年以上
であり、フルタイム勤務で従事する者をいう。なお、試用期間中の者、短時
間勤務正社員を含む。 

（支給対象事業者） 
第３条 奨励金の支給対象事業者は、次の各号のいずれにも該当する事業者とする。 
 (1)県内に事業所を有し、常時雇用する従業員が１名以上の中小企業等（別表１に

定める者） 
 (2)暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第２項に規定する暴力団又はその統制下の団体でないこと。 
 (3)県税の滞納がないこと。 
 (4)法の規定を遵守していること。 

（支給要件） 
第４条 奨励金の支給要件は、次の各号の全てに該当するものとする。 
 (1) 奨励金の対象となる常時雇用する従業員は、前条に規定する支給対象事業者

と雇用契約を締結した者で、県内の事業所に勤務しており、賃上げ実施日に若
年層であること。 

 (2)賃上げ実施日において、所定内賃金として支給される月額を前月分（初任給の
場合は採用時に提示した額）より、定期昇給分を除き４．０％以上引上げられ
ていること。 

 (3)働きやすい職場環境づくりに向けた行動計画を策定すること。 

（支給額） 
第５条 奨励金の支給額は、対象となる従業員１人当たり 10 万円とし、一支給対象
事業者に対し 100 万円を上限とする。 

（支給の申請） 
第６条 奨励金の支給を希望する事業者は、賃上げ実施後の賃金を支給した日から
起算して３箇月以内又は令和８年２月 27 日のいずれか早い日までに、初任給等引
上げ応援奨励金支給申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）に、次
の各号に掲げる必要書類を添付し知事に申請する。 

 (1)誓約書（別記第１号様式別紙１） 
 (2)常時雇用する従業員であることが確認できる書類 
 (3)生年月日が確認できる書類 
 (4)賃金の引上げが確認できる書類 
 (5)働きやすい職場環境づくりに向けた行動計画（別記第１号様式別紙２） 
 (6)その他知事が必要と認める書類 



 

 
（支給の決定通知） 
第７条 知事は、奨励金の支給の決定をしたときは、初任給等引上げ応援奨励金支
給決定通知書（別記第２号様式）により、申請書を提出した事業者に対し通知す
るものとする。 

 
（奨励金の支給） 
第８条 知事は、前条の支給の決定通知を行ったときは、速やかに第５条に規定す
る奨励金を支給するものとする。 

 
（支給しない場合） 
第９条 申請書を提出した事業者であっても、次の各号のいずれかに該当する場合
は、奨励金を支給しないものとする。 

 (1)虚偽の申請をした場合 
(2)対象となる従業員について、過去に奨励金を受給している場合 
(3)対象となる従業員が申請時に既に離職している場合 

 (4)前各号に掲げる場合のほか、奨励金の支給対象として適当でないと認められる場合 
２ 奨励金を支給しないことと決定したときは、初任給等引上げ応援奨励金不支給
決定通知書（別記第３号様式）により、申請書を提出した事業者に対し、通知す
るものとする。 
 

（奨励金の返還） 
第 10 条 知事は、奨励金の支給を受けた事業者が、偽りその他不正な行為によって

奨励金の支給を受けたと認められるときは、初任給等引上げ応援奨励金支給決定
取消・返還通知書（別記第４号様式）により、当該事業者に対して支給額全額を
返還させるものとする。 

 
（指導監督） 
第 11 条 知事は、この奨励金の支給に関する事項について、必要に応じて検査を
し、事業者に対して報告を求めることができるものとする。 

 
（その他） 
第 12 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別
に定める。 

 
   附 則 
 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 
この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

別表１（第３条関係） 

業種分類 資本金・従業員の規模 

① 製造業、建設業及び運輸業 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が 300 人

以下の法人及び個人 

② 卸売業 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が 100 人

以下の法人及び個人 

③ サービス業（ソフトウェア業、情報処理

サービス業及び旅館業を除く。） 

資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以

下の会社又は常時使用する従業員の数が

100 人以下の法人及び個人 

④ 小売業 資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以

下の会社又は常時使用する従業員の数が 50

人以下の法人及び個人 

⑤ ゴム製品製造業（自動車及び航空機用の 

タイヤ及びチューブの製造業並びに工場用

ベルトの製造業を除く。） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が 900 人

以下の法人及び個人 

⑥ ソフトウェア業及び情報処理サービス業 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が 300 人

以下の法人及び個人 

⑦ 旅館業 資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以

下の会社又は常時使用する従業員の数が

200 人以下の法人及び個人 

⑧ その他の業種 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が 300 人

以下の法人及び個人 

⑨ 医療法人、社会福祉法人、学校法人、農

事組合法人、農業法人 

常時使用する従業員の数が 300 人以下の者 

⑩ 中小企業支援法第２条第１項第４号に

規定される中小企業団体 

業種分類①から⑧までの区分に応じ、①か

ら⑧までの従業員の規模以下の者 

⑪ 特別の法律によって設立された組合及

びその連合会 

業種分類①から⑧までの区分に応じ、①か

ら⑧までの従業員の規模以下の者 

⑫ 財団法人及び社団法人 業種分類①から⑧までの区分に応じ、①か

ら⑧までの従業員の規模以下の者 

⑬ 特定非営利活動法人 業種分類①から⑧までの区分に応じ、①か

ら⑧までの従業員の規模以下の者 

 

 

 

 
 
 


